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7,50012,157 11,500→10月から7,500

　平成22年度に経常黒字を達成する。任意項目は医療提供内容を反映し、患者単価に結びつくものを指標とした。
　収入の根幹である料金収入については、平成20年5月ベースで推移させることとし、外来収入は横ばい状態であることから
単価増を目指すが、主に入院収入の増加を図ることに重点を置き、入院単価次いで入院患者数の増加を図る。経費につい
ては既に大幅に圧縮されているが、さらに材料費等を可能な限り削減するとともに、収入増加に伴う経費増加分も見込んで
試算している。
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プランの名称 黒石市国民健康保険黒石病院改革プラン

策　　定　　日 平成　21　年　3　月　　31　日

病院名

所在地病
院
の
現
状

診療科目
内科、糖尿病・内分泌内科、神経内科、小児科、外科、整形外科、脳神経外科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、麻酔科、泌
尿器科、皮膚科、放射線科、リハビリテーション科（15科）

病床数

黒石市国民健康保険黒石病院

青森県黒石市北美町1丁目70番地

２９０床

36.0

平均在院日数

病床利用率

医業収支比率

財務に係る数値目
標（主なもの）

公立病院改革プランの概要

団　　体　　名 黒石市

対 象 期 間 平成　21　年度　　～　　平成　25　年度

公立病院として今後
果たすべき役割（概
要）
（注）詳細は別紙添付

　当院は、青森県の津軽地域保健医療圏、特に黒石市、平川市、田舎館村などの「東部地域」における中核病院として、以
下の役割を担う。

①地域において急性期医療を提供し、365日24時間体制で地域NO1の急性期病院の役割を担う。
②地域において行政や他の医療機関との協力・連携のもと、これまでの在宅医療（訪問診療・看護）や、メタボリック症候群
への積極的な取り組みの一つとして現在実施している特定健診・特定保健指導を含めた地域包括医療・ケアを提供する。
③津軽地域保健医療圏において弘前大学医学部附属病院（以後、大学病院と略）以外の公立あるいは民間医療機関が提
供できない、手術適応となる脳血管障害等の脳神経外科領域の医療を提供する。併せて平成22年度にガンマナイフを導入
し大学病院と連携して圏域はもちろん県内全域に対する高度専門医療を提供する。今後、それらを統括して「脳血管セン
ター（仮称）」を設置する。
④産科領域における医療機能を有する医療機関は、地域では黒石市国民健康保険黒石病院（以後、黒石病院と略）のみで
あり、また当圏域内の公的医療機関では大学病院、独立行政法人国立病院機構弘前病院（以後、国立弘前病院と略）およ
び黒石病院の3医療機関のみであり、3医療機関の連携ネットワークを活用しながら、周産期医療の提供を担う。小児医療で
は、特に良性血液疾患や内分泌疾患の専門医療を大学病院等と連携しながら担う。今後、「小児・周産期地域医療センター
（仮称）」を設置する。
⑤がん医療（特に胃がん、大腸がん、肝臓がん、乳がん、子宮がん、卵巣がん等への治療や緩和ケアなど）における専門医
療を担う。
⑥消化器疾患及び糖尿病の高度専門医療を提供する。
⑦管理型臨床研修病院を含む教育病院としての機能を提供する。
⑧青森県における8つの災害拠点病院の一つとして、圏域等におけるその役割を担うとともに、体制強化を図る。

一般会計における経
費負担の考え方（繰出
基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

①　病院の建設改良に要する経費：病院事業債元利償還金の2/3（平成14年度以前分）と1/2（平成15年度以降分）
②　病院の建設改良に要する経費：企業債・国庫補助金特定財源等を除く経費の1/2
③　救急医療に要する経費：医師等の待機および空床の確保等
④　研究研修に要する経費：医師および看護師等の研究研修に要する経費の1/2
⑤　高度医療に要する経費：高度医療に係る不足額
⑥　共済の追加費用：負担額
⑦　基礎年金拠出金公的負担に要する経費：負担額（前々年度において経常収支の不足額が限度額）
⑧　児童手当に要する経費：負担額

※これらについて100％の繰り出しをする。
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事業規模・形
態の見直し

①事業規模等は現行のまま運営する。
②経営形態の見直し：運営の迅速性、自主性、弾力性および経済性からは、地方公営企業法一部適用を見直し、地方公営
企業法全部適用か、特に地方独立行政法人への移行が考えられるが、不良債務の問題等から地方公営企業法全部適用
を主軸に考えて十分な検討を行い、平成20年10月までに全部適用への移行を最終決定する。その決定に基づき平成22年
度から全部適用への移行のための準備を進める。全部適用を2～3年継続する中で不良債務等の問題の改善結果を参考
に、その後の経営形態について全部適用の維持か、地方独立行政法人や指定管理者制度への移行かを決定する。
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①職員給与費の削減
　平成11年度の管理職手当の見直し（管理職手当については以後、平成14年度・平成16年度・平成19年度と削減を実施し、
総額で年間900万円の削減）をはじめ、平成14年度には特殊勤務手当の見直し（年間300万円の削減）、平成17年度には給
与及び期末・勤勉手当の見直し（給与5％、期末・勤勉手当10～18％削減実施、更に平成20年度から給与を5％から8～13％
削減実施、総額で年間1億1,000万以上の削減）を実施したが、これを当分の間維持する。
②業務委託費等の見直し
　既存の業務委託費について見直しを行い、委託費の削減を図る（平成20年度は年間5,500万円の削減実施済み、平成21
年度以降も継続）。また、給食業務の民間委託を平成20年度に導入し、2,700万円の経費削減予定である。
③材料費の見直し
　検査試薬費、X線フィルム費等、材料費全般についても15％削減をめざし節減する（平成20年度より開始し、一部実施
済）。また物品購入の一元化、診療材料の1品目1メーカー化および競争入札の徹底（平成21年度から材料費15%、年間
5,000万円の削減目標）。
④薬品費の見直し
　院外処方化の導入を実施するとともに、院内使用薬における薬価差益の増加をさらに図り（平成20年度から）、またジェネ
リック医薬品導入の拡大を検討する（平成21年度までに）。
⑤物品管理システムの見直し
　在庫管理の徹底を強力に推し進め、遊休品・期限切れ物品の発生防止や在庫量の適正化を図る（平成21年度から実
施）。そのためにも、フルオーダリングの早期導入（平成21年度開始）を図るため、現在準備中である。
⑥光熱水費の節減
　平成17年度より節水装置を取り付け年間180万円の削減をしている。
⑦DPC関連
　DPC準備病院に認定されており、分析により診療行為の検証、資源導入、パスの見直し等を実施する（平成20年度から）。
⑧高額医療機器等購入の競争原理・交渉の徹底
　原則、一般競争入札を実施し、交渉はこれまでどおり院長主導で行う（平成20年9月現在で2,300万円の削減）。
⑨事務職員等の削減継続
　平成20年度から事務職員を2名削減したが、平成21年度以降もこれを継続する（年間1,600万円削減）。退職者不補充も含
め適正数を検討し、さらに1～2名の削減も検討する（年間700～1,500万円の削減）。薬剤師も1～2名の減尐が予定されてい
る（800～1,600万円の削減）。計3,100～4,700万円の削減。
⑩診療応援体制の見直し
　診療応援のためのパート医師の派遣が行われているが、可能な限り適正配置数に努める。なお、平成19年度から税込み
給与方式に変更し、1,200万円削減したが、これは維持する。

民間的経営手
法の導入

①給食業務の民間委託（平成20年度から導入済み）
②人事考課（実績・能力等）を反映した給与（手当等）（平成20年度から一部導入）
③外来処方薬の院外処方化の導入（平成20年度10月）
④材料費等調達の効率化（平成20年度から一部調整開始）

①7対1入院基本料の確保
　平成20年度も新7：1看護基準に対応（年間1億2,500万円の増収維持）。
②入院患者・新外来患者の増加への体制強化
　患者さんが満足する接遇対応であるようさらに意識改革を行う。平成20年度からは、各科での地域における出前講座等を
実施しており、それによる住民への直接の診療内容の紹介、あるいは医療連携による紹介・逆紹介の向上を図っている。そ
のためにも病診連携室や学術委員会の強化を図る。また、救急患者への適正な対応への体制強化を図る。特定健診・保健
指導を開始しているが、さらに、市役所等も含め各方面にその他の健診依頼の働きかけも行う。これらにより、1日あたりの
入院患者数を平成20年度は225人・平成21年度以降は232人を目標とする。
③入院単価・外来単価の適正化
　適正な画像診断検査等に努め、県内同規模病院並みの入院・外来単価の適正化を達成し増収を図る（入院単価を平成20
年度：36,000円、以降毎年500円程度の増加を目指す）。
④治験への積極的取り組み
　平成19年度から治験コーディネーター（CRC）を2人養成し、治験管理室を立ち上げ、医師が積極的に参加し得る体制を構
築（平成19年9月）した結果、治験収入費は平成18年度の30万円に対し、平成19年度では後半期の6ヶ月で600万円と増加し
ており、平成20年度以降も積極的に治験を推し進める。

⑤診療報酬の適正取得や加算取得
　保健診療に関する研修などの実施により、診療報酬請求漏れの削減に努める。特に国保査定を平成19年度の0.11％から
平成22年度に0.05％とし120万円の増収を図る。6剤以内処方の徹底を実施中であるが、平成20年度は年間700万円の減収
予防予定で、平成21年度以降も継続する。平成20年度から平成21年度にかけて糖尿病合併症管理料、退院調整加算、地
域連携診療計画管理料、リンパ浮腫指導管理料、在宅療養指導料、医療安全対策加算を取得し、年間300万円の増収を図
る。
⑥未収金の管理強化
　過去からの未収金については電話催告、自宅訪問に加え、支払い督促などの法的手段（平成19年度から導入）を実施し
効果をあげており、さらに積極的に進める。また、オーダリング導入（平成19年10月）や時間外救急外来患者への「医療費預
かり金制度」（平成19年10月導入）の実施に加え、退院患者の自己負担額について、退院1～2日前に概算金額を連絡する
など（平成20年度）により、未収金の発生を極力防止する。
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　過去3年間の病床利用率は上記のとおりで、平成18年度、平成19年度の2年間は70％を割るなど、医師不足の影響が結
果として表れた形となった。しかし、今年度の4月は68.4％、5月は79.9％、6月は84.4％となってきており、平成16年度の
86.4％、平成15年度の90.3％、平成14年度の90.4％の高い病床利用率への回復傾向が顕著となっている。平成22年度まで
に80％以上達成を目標としているが、近い将来には脳外科医師増員等に伴う病床利用率のさらなる増加も見込まれる。
　これらの状況から現時点では病床数の見直しは行わない。また、当プランのもと安定した経営基盤を築くことによって、東
部地域の中核病院として現状のままの経営を継続する。施設等の増改築は必要性が生じた場合は行い、医療機器の整備
も同様に進めていくものとする。
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各年度の収支計画 別紙１のとおり

①経営感覚に富む人材の育成
　医療マネジメントに精通した事務職員を育成する必要があり、経営アドバイザーの指導のもとに研修中である（平成20年度
より継続して実施）。
②医師および看護師等の確保・定着に向けた施策
ⅰ）オーダリング導入や「医療費預かり金制度」等にて時間外救急における「コンビニ医療」が減尐しており、さらに行政ともタ
イアップして住民への啓蒙活動を行い（平成20年度実施）、適正な救急医療での勤務環境を積極的に構築し、医師等の疲
弊の減尐を図る（平成21年度以降も継続）。
ⅱ）平成19年度から午後の内科外来を中止（救急は除く）とし、特に疲弊の強い内科医師の勤務環境の改善に努めている。
ⅲ）医師住宅の環境改善を図り、家族も安心する居住環境の整備を行う（平成20年度より開始）。
ⅳ）臨床検査技師による超音波検査、放射線技師による食道・胃造影、大腸造影を実施し、医師の業務量軽減と検査数の
増加を図っている（平成20年5月開始）。
ⅴ）医師事務補助者の配置の導入を図る（平成20年度～21年度にかけて）。
ⅵ）勤務医師の待遇の改善（人事考課を給与に反映させる）（平成20年4月より一部実施済）
ⅶ）正規医師の増員：大学等への働きがけも積極的に行う（平成20年以降も継続）。
ⅷ）看護師長クラスの給与アップ（手当見直し）（平成20年度実施済み）
ⅸ）女性医師・看護師等の就業環境改善検討委員会（仮称）の設置：女性の医療従事者の育児・子育てと仕事の両立、特に
就業継続等における問題や解決方法について研究を行う（平成20年度に設置し、実施等も含めて平成22年度まで継続）。
ⅹ）看護師奨学金制度の導入を図る（平成21年度までに）。
③専門職員の増員：診療情報管理士（1名）、臨床工学士（1名）およびMSW（医療ソーシャルワーカー：1名）の採用（平成21
年度）
④教育・研修の推進
　平成17年度から管理型研修病院の指定を受け、平成19年度から後期研修受入れ施設となり、研修医の確保に努めている
が、定数拡充（平成21年度）とともに、さらなる応募研修医師の増加を図る（平成20年度）。また、看護学校等からの実習など
を積極的に受け入れ、さらなる連携の強化を図る（平成20年度から）。

①7対1入院基本料の確保
　平成20年度も新7：1看護基準に対応（年間1億2,500万円の増収維持）。
②入院患者・新外来患者の増加への体制強化
　患者さんが満足する接遇対応であるようさらに意識改革を行う。平成20年度からは、各科での地域における出前講座等を
実施しており、それによる住民への直接の診療内容の紹介、あるいは医療連携による紹介・逆紹介の向上を図っている。そ
のためにも病診連携室や学術委員会の強化を図る。また、救急患者への適正な対応への体制強化を図る。特定健診・保健
指導を開始しているが、さらに、市役所等も含め各方面にその他の健診依頼の働きかけも行う。これらにより、1日あたりの
入院患者数を平成20年度は225人・平成21年度以降は232人を目標とする。
③入院単価・外来単価の適正化
　適正な画像診断検査等に努め、県内同規模病院並みの入院・外来単価の適正化を達成し増収を図る（入院単価を平成20
年度：36,000円、以降毎年500円程度の増加を目指す）。
④治験への積極的取り組み
　平成19年度から治験コーディネーター（CRC）を2人養成し、治験管理室を立ち上げ、医師が積極的に参加し得る体制を構
築（平成19年9月）した結果、治験収入費は平成18年度の30万円に対し、平成19年度では後半期の6ヶ月で600万円と増加し
ており、平成20年度以降も積極的に治験を推し進める。

⑤診療報酬の適正取得や加算取得
　保健診療に関する研修などの実施により、診療報酬請求漏れの削減に努める。特に国保査定を平成19年度の0.11％から
平成22年度に0.05％とし120万円の増収を図る。6剤以内処方の徹底を実施中であるが、平成20年度は年間700万円の減収
予防予定で、平成21年度以降も継続する。平成20年度から平成21年度にかけて糖尿病合併症管理料、退院調整加算、地
域連携診療計画管理料、リンパ浮腫指導管理料、在宅療養指導料、医療安全対策加算を取得し、年間300万円の増収を図
る。
⑥未収金の管理強化
　過去からの未収金については電話催告、自宅訪問に加え、支払い督促などの法的手段（平成19年度から導入）を実施し
効果をあげており、さらに積極的に進める。また、オーダリング導入（平成19年10月）や時間外救急外来患者への「医療費預
かり金制度」（平成19年10月導入）の実施に加え、退院患者の自己負担額について、退院1～2日前に概算金額を連絡する
など（平成20年度）により、未収金の発生を極力防止する。

その他



1 詳細は別紙添付

2

1 詳細は別紙添付

2

黒石市

黒石市国民健康保険黒石病院

地方独立行政法人公営企業法全部適用

（病院名）

　平成21年12月までに決定予定
〈概要〉
　圏域内自治体病院の事務（局）長及
び県関係課職員による検討会議を数
回開催し、その検討結果をまとめる。
（必要に応じて国立弘前病院および健
生病院等の事務長も加える。）
　その検討結果を踏まえ、各自治体の
首長および病院長を委員とする病院
機能再編成検討会議にて最終的了解
を得る。
　県および大学病院の職員等を委員
に加えた、津軽医療圏自治体病院機
能再編成推進協議会にて、圏域全体
の総意として最終承認を得る。

団体名

　今後の収益の確保又は費用の削減について、計画を達成できない場合は、更なる収益の確保策や費用の削減策を検討
するとともに、繰入金額の再検討を行い、単年度資金不足額の水準の達成を目指すものとする。また、累積ベースの資金不
足（別紙１（H）の額）解消後（26年度以降）は、新たな単年度資金不足を発生させないこととする。

毎年2月および8月頃

　適性かつ円滑な運営を図るために「黒石病院運営委員会」（南黒医師会長・外部有識者8名・黒石市の民生部長・福祉部
長で構成）を設置しているが、病院経営専門家等をさらに数人加えた「黒石病院拡大運営委員会」において、点検・評価を受
ける。
　また、その結果の公表については、市の広報紙およびホームページ等に掲載する。

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

①「改革プラン策定委員会」の中に、第3者および市職員等を含む委員からな
る「全部適用等導入検討小委員会」を設置し、その検討結果に基づき、全部
適用への移行への最終試案をまとめ、「改革プラン策定委員会」での了承を
得る。
②病院全職員に対しての「全部適用移行についての説明会」を開催し、理解
を得る。
③全部適用移行への最終試案について、「黒石病院運営委員会」にて了承を
得る。
④首長との調整を経て最終決定を得る。
⑤「全部適用移行準備委員会」を設置し、新しい運営形態への移行への準備
を開始する。
⑥3月議会にて全部適用への移行について説明を行う。また、市の広報紙等
による住民への説明を行う。
⑦運営形態を全部適用に移行する。

＜内容＞

具体的な計画が未
定の場合は、①検
討・協議の方向
性、②検討・協議
体制、③検討・協
議のスケジュー
ル、結論を取りまと
める時期を明記す
ること。

点
検
・
評
価
・
公
表
等

診療所化

経営形態の見直し
（検討）の方向性

（該当箇所にレを記
入、検討中の場合は
複数可）

指定管理者制度

民間譲渡

その他特記事項

点検・評価・公表等の
体制
（委員会等を設置する
場合その概要）

点検・評価の時期
（毎年○月頃等）

＜時期＞

①平成20年10月

②平成20年11月

③平成20年12月

④平成21年1月

⑤平成21年2月

⑥平成21年3月

⑦平成22年4月

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

経営形態の現状

（該当箇所にレを記入）

経営形態見直し計画
の概要
（注）

指定管理者制度

レ

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法財務適用

再編・ネットワーク化
計画の概要及び当
該病院における対応
計画の概要
（注）

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
化
に
係
る
計
画

＜時期＞

二次医療圏内の
公立病院等配置
の現況

　3市3町2村で構成されている当津軽地域保健医療圏は、「東部地域」の黒石市に黒石病院（290床）が、平川市に無床の平
川市国民健康保険平川診療所が、東部地域の南の大鰐町に大鰐町立大鰐病院（120床）が配置されている。また、青森市
と合併し浪岡地区となった旧浪岡町は黒石市とは車で15分と近接していることからも、青森地域保健医療圏ではあるが浪岡
地域の多くの患者が当圏域の医療機関を受診しており、二次保健医療圏の枠を超えた形で医療提供が行われている。
　「西部地域」の弘前市に弘前市立病院（250床）が、その北の板柳町に国民健康保険板柳病院（一般55床・療養32床）が、
藤崎町には無床の藤崎町立藤崎病院（公設民営）が配置されている。なお、弘前市には大学病院(618床)および国立弘前病
院（342床）の2つの公立病院が配置されている他に、民間の大～中規模病院が複数運営されている。

都道府県医療計
画等における今後
の方向性

○青森県保健医療計画より(平成20年度)
・自治体病院を巡る医師不足や厳しい経営環境を踏まえ、自治体病院機能再編成を推進し、急性期医療や高度救急を担う
中核病院と回復期医療を担う病院との適切な役割分担のもとに、地域完結型の医療ネットワークの構築を目指す。
・自治体病院機能再編成を通じて、圏域の中核病院の充実を図り、地域医療の中心的な存在として、広域的な医師派遣の
拠点機能なども含め地域医療支援機能を担う。
・自治体病院機能再編成を通じて、保健･医療・福祉サービスの一体的な取組を促進する。
・機能再編成を進めるに当たっては、「公立病院改革ガイドライン」で示されている「再編・ネットワーク化」の視点を踏まえ対
応するものであり、必要に応じ自治体病院のみならず、公的病院等をはじめ民間医療機関の医療機能を視野に入れた検討
を進める。

具体的な計画が未
定の場合は、①検
討・協議の方向
性、②検討・協議
体制、③検討・協
議のスケジュー
ル、結論を取りまと
める時期を明記す
ること。

＜内容＞

○これまでの取組
　それぞれ医師不足等により、平川病院（108床）が平成19年6月から無床の
診療所となり、藤崎病院（90床）が平成20年4月から19床の診療所となり指定
管理者による運営となった。さらに同診療所は8月から無床化され、両市町で
合わせて196床の減床となった。また大鰐町立大鰐病院も21年度に60床に削
減予定である。

○今後の各公立病院の役割
　黒石病院および弘前市立病院とも津軽地域保健医療圏における中心的病
院として、主にそれぞれ「東部地域」と「西部地域」における中核病院として、
急性期医療を中心とした医療を提供する。（脳卒中医療、特に脳外科的手術
に関しては黒石病院が圏域の中核病院としての役割を担う。）
　板柳中央病院と大鰐病院は黒石病院と弘前市立病院の後方支援病院とし
て、主に回復期・慢性期の医療を担う事が可能かどうか検討する。

レ レ 

レ 



様式第３号(病院事業）

収支計画
収益的収支 19 20 21 22 (単位：百万円、％)

　　 年 度 ３　前 前　々 前年度 　
年　度 年　度 決　算 当年度 23年度 24年度 25年度 26年度 前年度 当年度

 区 分 決算額 決算額 決算額 　 見込額 見込額

１. ａ 4,577 4,528 4,297 4,268 4,430 4,430 4,430 4,430 △ 5.1 △ 0.7 3.8 0.0 0.0 0.0

(1) 4,491 4,390 4,167 4,080 4,338 4,338 4,338 4,338 △ 5.1 △ 2.1 6.3 0.0 0.0 0.0

2,557 2,861 3,026 3,009 3,258 3,258 3,258 3,258 5.8 △ 0.6 8.3 0.0 0.0 0.0

1,934 1,529 1,141 1,071 1,080 1,080 1,080 1,080 △ 25.4 △ 6.1 0.8 0.0 0.0 0.0

(2) 86 138 130 188 92 92 92 92 △ 5.8 44.6 △ 51.1 0.0 0.0 0.0

11 96 △ 100.0 皆増 △ 100.0

11 96 △ 100.0 皆増 △ 100.0

２. 84 286 137 260 45 45 45 45 △ 52.1 89.8 △ 82.7 0.0 0.0 0.0

(1) 111 皆増 △ 100.0

111

(2) 30 61 72 104 18.0 44.4 △ 100.0

30 61 72 104 18.0 44.4 △ 100.0

(3) 8 9 11 10 10 10 10 10 22.2 △ 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0

(4) 46 216 54 35 35 35 35 35 △ 75.0 △ 35.2 0.0 0.0 0.0 0.0

(A) 4,661 4,814 4,434 4,528 4,475 4,475 4,475 4,475 △ 7.9 2.1 △ 1.2 0.0 0.0 0.0

１. ｂ 4,769 4,359 4,142 4,189 4,180 4,180 4,185 4,202 △ 5.0 1.1 △ 0.2 0.0 0.1 0.4

(1) 2,003 1,863 1,878 1,944 1,935 1,935 1,940 1,957 0.8 3.5 △ 0.5 0.0 0.3 0.9

905 846 811 800 800 805 800 805 △ 4.1 △ 1.4 0.0 0.6 △ 0.6 0.6

1,098 1,017 1,067 1,144 1,135 1,130 1,140 1,152 4.9 7.2 △ 0.8 △ 0.4 0.9 1.1

(2) 1,666 1,315 979 900 950 950 950 950 △ 25.6 △ 8.1 5.6 0.0 0.0 0.0

1,191 900 542 552 550 550 550 550 △ 39.8 1.8 △ 0.4 0.0 0.0 0.0

(3) 935 1,024 1,132 1,200 1,150 1,150 1,150 1,150 10.5 6.0 △ 4.2 0.0 0.0 0.0

198 250 246 263 263 263 263 263 △ 1.6 6.9 0.0 0.0 0.0 0.0

(4) 146 135 131 125 125 125 125 125 △ 3.0 △ 4.6 0.0 0.0 0.0 0.0

(5) 19 22 22 20 20 20 20 20 0.0 △ 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0

２. 396 523 345 338 200 171 161 153 △ 34.0 △ 2.0 △ 40.8 △ 14.5 △ 5.8 △ 5.0

(1) 262 277 248 248 110 81 71 63 △ 10.5 0.0 △ 55.6 △ 26.4 △ 12.3 △ 11.3

17 44 15 12 6 5 4 4 △ 65.9 △ 20.0 △ 50.0 △ 16.7 △ 20.0 0.0

(2) 134 246 97 90 90 90 90 90 △ 60.6 △ 7.2 0.0 0.0 0.0 0.0

(B) 5,165 4,882 4,487 4,527 4,380 4,351 4,346 4,355 △ 8.1 0.9 △ 3.2 △ 0.7 △ 0.1 0.2

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) △ 504 △ 68 △ 53 1 95 124 129 120 △ 22.1 △ 101.9 9,400.0 30.5 4.0 △ 7.0

１. (D) 143 143 143 143 143 皆増 0.0 0.0 0.0 0.0

143 143 143 143 143 皆増 0.0 0.0 0.0 0.0

２. (E) 79 13 16 12 23.1 △ 25.0 △ 100.0

特　別　損　益　(D)－(E) (F) △ 79 △ 13 △ 16 131 143 143 143 143 23.1 △ 918.8 9.2 0.0 0.0 0.0

△ 583 △ 81 △ 69 132 238 267 272 263 △ 14.8 △ 291.3 80.3 12.2 1.9 △ 3.3

(G) 5,487 5,568 5,637 5,505 5,267 5,000 4,728 4,465 1.2 △ 2.3 △ 4.3 △ 5.1 △ 5.4 △ 5.6

(ｱ) 893 920 944 895 915 915 915 915 2.6 △ 5.2 2.2 0.0 0.0 0.0

752 762 715 680 730 730 730 730 △ 6.2 △ 4.9 7.4 0.0 0.0 0.0

(ｲ) 2,540 1,410 1,432 1,378 1,183 913 621 419 1.6 △ 3.8 △ 14.2 △ 22.8 △ 32.0 △ 32.5

　 2,200 1,170 1,140 1,090 895 625 333 131 △ 2.6 △ 4.4 △ 17.9 △ 30.2 △ 46.7 △ 60.7

329 232 284 280 280 280 280 280 22.4 △ 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0

(ｳ) 82 2 △ 97.6 △ 100.0

△ 416 1,075 82 7 215 270 292 202 △ 92.4 △ 91.5 2,971.4 25.6 8.1 △ 30.8

(G)
ａ 119.9 123.0 131.2 129.0 118.9 112.9 106.7 100.8 6.7 △ 1.7 △ 7.8 △ 5.1 △ 5.4 △ 5.6
ａ
ｂ 96.0 103.9 103.7 101.9 106.0 106.0 105.9 105.4 △ 0.1 △ 1.8 4.0 0.0 △ 0.1 △ 0.4

1,647 1,572 1,347 1,197 840 427 △ 8 △ 353 △ 14.3 △ 11.1 △ 29.8 △ 49.2 △ 101.9 4,312.5

(H)
ａ 36.0 34.7 31.3 28.0 19.0 9.6 △ 0.2 △ 8.0 △ 9.7 △ 10.5 △ 32.4 △ 49.2 △ 101.9 4,312.5

572 490 483 268 △ 2 △ 294 △ 496 △ 14.3 △ 1.4 △ 44.5 △ 100.7 14,600.0 68.7

1,000 857 714 572 429 286 143 △ 14.3 △ 16.7 △ 19.9 △ 25.0 △ 33.3 △ 50.0

4,528 4,297 4,268 4,430 4,430 4,430 4,430 △ 5.1 △ 0.7 3.8 0.0 0.0 0.0
(I)

（K） 12.6 11.4 11.3 6.0 △ 0.0 △ 6.6 △ 11.2 △ 9.7 △ 0.8 △ 46.5 △ 100.7 14,600.0 68.7
(注)１．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を添付すること。

　 　２．当年度以降の収支計画は過去の実績等を勘案のうえ、できる限り正確なものを作成すること。

　 　３．「流動負債」には、企業債の前借りである一時借入金（いわゆる起債前借）の額に相当する額を除くこと。

　 　４．「翌年度繰越財源」とは、当該事業年度に執行すべき事業に係る支出予算額のうち、翌事業年度に繰り越したものの財源に充当することができる特定の収入で当該事業年

　　 　度に収入された部分に相当する額をいう。

　 　５．「当年度許可債で未借入又は未発行の額」とは、当該事業年度において支出予算執行済とした建設改良費の財源に充てられる企業債のうち未借入又は未発行のものをいう。

　 　６．「単年度資金収支額」については、次の算式により算出すること。

　「N年度　単年度資金収支額」　＝　N－１年度の「流動負債(イ)－流動資産(ア)＋翌年度繰越財源(ウ)」　－　N年度の「流動負債(イ)－流動資産(ア)＋翌年度繰越財源(ウ)」

　 　７．100床未満の病院にあっては、千円単位で記載すること。

×100

退 職 手 当

(ｴ)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 19 条 第 １ 項
に よ り 算 定 し た 資 金 の 不 足 額

医 業 収 支 比 率

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

健全化法第22条により算定
し た 資 金 不 足 比 率

×100

単 年 度 資 金 収 支 額

累 積 欠 損 金

×100

(H)

特
 

別
 

損
 

益

特 別 利 益

う ち 他 会 計 繰 入 金

特 別 損 失

う ち 未 払 金

又 は 未 発 行 の 額

う ち 委 託 料

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

(C)＋(F)

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

経 常 費 用

純 損 益

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

そ の 他

材 料 費

う ち 薬 品 費

経 費

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

一 時 借 入 金 利 息 分

そ の 他

国 ( 県 ) 補 助 金

医 業 収 益

料 金 収 入

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

（J）

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

（K）

伸　　　　　　　率

23年度 24年度 25年度 26年度

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

（I）

流 動 資 産

流 動 負 債

翌 年 度 繰 越 財 源

当 年 度 許 可 債 で 未 借 入

う ち 未 収 金

累 積 欠 損 金 比 率 ×100

う ち 一 時 借 入 金



様式第３号(病院事業）

収支計画

資本的収支 (単位：百万円、％)

　　 年 度 ３　前 前　々 前年度 　
年　度 年　度 決　算 当年度 23年度 24年度 25年度 26年度 前年度 当年度

 区 分 決算額 決算額 決算額 　 見込額 見込額

１. 1,000 235 60 △ 76.5 △ 74.5

２.

３. 231 331 386 244 317 343 351 353 16.6 △ 36.8 29.9 8.2 2.3 0.6

147 161 225 155 208 224 228 230 39.8 △ 31.1 34.2 7.7 1.8 0.9

84 170 161 89 109 119 123 123 △ 5.3 △ 44.7 22.5 9.2 3.4 0.0

４.

５.

６. 2 5 5 1 0.0 △ 100.0 皆増 △ 100.0

７.

８.

９.

(a) 233 1,336 626 304 318 343 351 353 △ 53.1 △ 51.4 4.6 7.9 2.3 0.6

82 2 △ 97.6 △ 100.0

(c)

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 233 1,254 624 304 318 343 351 353 △ 50.2 △ 51.3 4.6 7.9 2.3 0.6

１. 8 17 243 60 2 1,329.4 △ 75.3 皆増 △ 100.0

２. 225 237 379 385 457 483 492 494 59.9 1.6 18.7 5.7 1.9 0.4

225 237 236 242 315 343 349 352 △ 0.4 2.5 30.2 8.9 1.7 0.9

３.

４. 2 2 2 3 2 2 皆増 0.0 50.0 △ 33.3 0.0

(B) 233 254 624 447 461 486 494 496 145.7 △ 28.4 3.1 5.4 1.6 0.4

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 0 △ 1,000 0 143 143 143 143 143 △ 100.0 皆増 0.0 0.0 0.0 0.0

１.

２.

３.

４. 143 143 143 143 143 皆増 0.0 0.0 0.0 0.0

(D) 0 0 0 143 143 143 143 143 皆増 0.0 0.0 0.0 0.0

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 △ 1,000 0 0 0 0 0 0 △ 100.0

(E)－(F) 0 △ 1,000 0 0 0 0 0 0 △ 100.0

（G）

（H) 4,339 5,101 4,957 4,632 4,175 3,692 3,200 2,706 △ 2.8 △ 6.6 △ 9.9 △ 11.6 △ 13.3 △ 15.4

一般会計等からの繰入金の見通し

３　前 前　々 前年度 　
年　度 年　度 決　算 当年度 23年度 24年度 25年度 26年度
決算額 決算額 決算額 　
（　0　） （　0　） （　0　） （　0　） （　0　） （　0　） （　0　） （　0　）
29,745 72,432 71,599 454,273 142,800 142,800 142,800 142,800

（84,660） （129,733） （228,364） （88,823） （108,647） （119,374） （123,374） （122,978）

231220 330,892 386,113 243,626 317,167 342,894 351,602 354,088
（84,660） （129,733） （228,364） （88,823） （108,647） （119,374） （123,374） （122,978）

260,965 403,324 457,712 697,899 459,967 485,694 494,402 496,888
（注）

1 　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。
2

当 年 度 許 可 債 で 未 借 入

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

繰 越 工 事 資 金

実 質 財 源 不 足 額

他 会 計 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

前年度同意等債で当年度借入分

支 出 の 財 源 充 当 額

う ち 職 員 給 与 費

う ち 建 設 改 良 の た め の 企 業 債 分

(F)
又 は 未 発 行 の 額

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

そ の 他

計

利 益 剰 余 金 処 分 額

他 会 計 補 助 金

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

収 入 計

支 出 計

う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る
(b)

そ の 他

う ち 繰 延 勘 定

う ち 災 害 復 旧 の た め の 企 業 債 分

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

伸　　　　　　　率

23年度 24年度 25年度 26年度

固 定 資 産 売 却 代 金

国 ( 県 ) 補 助 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 借 入 金

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会
計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金をいうものであること。

（単位：千円）

資 本 的 収 支

合 計

収 益 的 収 支


